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はじめに

いじめは、決して許される行為ではありません。特に児童生徒においては、教育を受け

る権利を著しく侵害し、その心身の健全な成長及び人格の形成に重大な影響を与えるだけ

でなく、その生命又は身体に重大な危険を及ぼすおそれがあります。また、いじめの当事

者のみならずその家族や友人といった周囲の人たちの心身にまで深い傷を残すことになり

ます。

いじめを防止するためには、市民全員がいじめ問題に関する現状や課題を共有し、それ

ぞれの役割を認識し、また、子ども自身も安心して豊かな社会や集団を築く推進者である

ことを自覚し、いじめを許さない風土づくりを進めていかなければなりません。

そこで大和郡山市は、「いじめ防止対策推進法」（平成２５年法律第７１号 以下「法」

という。）第１２条の規定及び国の「いじめの防止等のための基本的な方針」（以下「国

の基本方針」という。）「奈良県いじめ防止基本方針」（以下「県の基本方針」という。）

に基づき、いじめの防止等のための対策を総合的かつ効果的に推進するために、「大和郡

山市いじめ防止基本方針」（以下「市の基本方針」という。）を策定しました。

今回､令和３年３月に「県の基本方針」が改訂されたことをうけ、より一層効果的にい

じめ防止を進めていくための指針となるよう､令和３年度において基本方針の改定をする

ことにしました。
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第１章 基本的な考え方

１ いじめの定義

法において「いじめ」とは、「児童等（学校に在籍する児童又は生徒）に対して、当

該児童等が在籍する学校に在籍している等当該児童等と一定の人的関係にある他の児童

等が行う心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行われるもの

を含む。）であって、当該行為の対象となった児童等が心身の苦痛を感じているものを

いう。」と定義されています。

この定義をふまえ、個々の行為が「いじめ」にあたるか否かの判断は、表面的・形式

的にすることなく、いじめられた児童生徒の立場に立つことが大切です。

この際、いじめには多様な態様があることから、法の対象となるいじめに該当するか

否かを判断するにあたり、「心身の苦痛を感じているもの」と限定して解釈されること

のないよう努めなくてはなりません。例えば、いじめられていても、本人がそれを否定

する場合が多々あることを踏まえ、当該児童生徒の表情や様子をきめ細かく観察するな

どして確認する必要があります。

なお、いじめの認知は、特定の教職員のみによることなく、法第２２条の学校におけ

るいじめの防止等の対策のための組織を活用して行うことが重要です。

前述の、「一定の人的関係」とは、学校の内外を問わず、同じ学校・学級や部活動の

児童生徒や、塾やスポーツクラブ等当該児童生徒が関わっている仲間や集団など、当該

児童生徒と何らかの人的関係を指します。

また、「物理的な影響」とは、身体的な影響のほか、金品をたかられたり、隠された

り、嫌なことを無理矢理させられたりすることなどを意味し、けんかやふざけあいであ

っても、見えない所で被害が発生している場合もあるため、背景にある事情の調査を行

い、児童生徒の感じる被害意識に配慮し、いじめに該当するか否かを判断することが必

要となります。

いじめを受けた児童生徒が、相談しにくい状況にあること、そして一方では、気付い

てほしいという思いがあることを十分に理解し、日頃から児童生徒の表情や様子をきめ

細かく観察することに努めなければなりません。

例えば、インターネット上で悪口を書かれた児童生徒がいて、当該児童生徒がそのこ
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とを知らずにいるような場合など、行為の対象となる児童生徒本人が心身の苦痛を感じ

るに至っていないケースについても、加害行為を行った児童生徒に対する指導等につい

ては法の趣旨を踏まえた適切な対応が必要となります。他方、いじめられた児童生徒の

立場に立って、いじめにあたると判断した場合でも、例えば、好意から行った行為が、

意図せずに相手側の児童生徒に心身の苦痛を感じさせてしまったような場合について

は、学校は、行為を行った児童生徒に悪意はなかったことを十分加味したうえで対応す

る必要もあります。

なお、具体的ないじめの態様は、 以下のようなものがあります。

・冷やかしやからかい、悪口や脅し文句、嫌なことを言われる

・仲間はずれ、 集団による無視をされる

・軽くぶつかられたり、遊ぶふりをして叩かれたり、蹴られたりする

・ひどくぶつかられたり、 叩かれたり、蹴られたりする

・金品をたかられる

・金品を隠されたり、盗まれたり、壊されたり、捨てられたりする

・嫌なことや恥ずかしいこと、危険なことをされたり、させられたりする

・パソコンや携帯電話等で、 誹謗中傷や嫌なことをされる 等

これらの「いじめ」の中には、犯罪行為として取り扱われるべきと認められ、早期に

警察に相談することが適当であるものや、児童生徒の生命、身体又は財産に重大な被害

が生じるような、直ちに警察に通報することが必要なものが含まれます。これらについ

ては、教育的な配慮のうえで、早期に警察に相談・通報し、警察と連携した対応を取ら

なくてはなりません。

２ いじめの防止等の対策に関する基本理念

○いじめ防止のために、学校の教育活動全体を通じて、人権尊重の精神に立った学校づ

くりを推進し、全ての児童生徒が安全に安心して学校生活を送ることができるよう努

める必要があります。

○児童生徒の理解に重点を置き、学校と地域や家庭、関係機関等と連携した指導体制を

構築し、いのちの尊さや他者との関わり、人間としての生き方を学ぶ教育を推進する

必要があります。

○全ての児童生徒を、いじめを行う側にも傍観者にもさせることなく、心の通う対人関
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係を構築できる社会性のある大人へと育み、いじめを「許さない・見逃さない」学校

・社会をつくるために、地域の教育力を高めることに努める必要があります。

○いじめの問題の本質にある人権意識の課題やその重要性について、市民全体に認識を

広め、地域、家庭と一体となって取組を推進する必要があります。

○いじめは、どの集団にも、どの学校にも、どの子どもにも起こる可能性がある深刻な

人権侵害事案です。

○いじめを防止するためには、特定の子どもや特定の立場の人だけの問題とせず、広く

社会で取り組む必要があります。

○子どもの健全育成を図り、いじめのない社会を実現するためには、学校の内外を問わ

ず、学校、家庭、地域などが主体的かつ相互に協力し、活動する必要があります。

○いじめの防止等の対策は、いじめを受けた児童生徒の生命・心身を保護することが特

に重要であることを認識し、市、市教育委員会、学校、家庭、地域その他の関係者が

連携して行われなければなりません。

３ いじめの防止等に関する基本的な考え方

(１)いじめ防止に向けた方針

根本的ないじめの問題克服のためには、全ての児童生徒を対象とした、いじめの未然

防止の観点が重要であり、全ての児童生徒をいじめに向かわせることなく、心の通う対

人関係を構築できる社会性のある大人へと育み、いじめを生まない土壌をつくるために、

関係者が一体となった継続的な取組が必要であります。

＜大和郡山市として＞

ア いじめの防止に関する基本的な方針を定め、これに基づき、いじめの防止及び解決

を図るための必要な施策を総合的に策定し、実施します。

イ いじめの予防及び早期発見その他のいじめの防止、いじめを受けた子どもに対する

適切な支援、いじめを行った者等に対する適切な指導を行うため、いじめに関する相

談体制の充実、学校、家庭、地域住民、関係機関等の連携の強化、その他必要な体制

の整備に努めます。

ウ 学校におけるいじめの実態の把握に努めるとともに、いじめに関する報告を受けた

ときは、適切かつ迅速に、いじめを防止するための必要な措置を講じます。

エ 子どもが安心して豊かに生活できるよう、いじめ防止に向けて必要な啓発を行いま
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す。

＜学校として＞

ア 全ての教育活動を通じ、だれもが、安心して、豊かに生活できる学校づくりを目指

します。

イ 子どもが主体となって、いじめのない社会を形成するという意識を育むため、子ど

もが発達段階に応じていじめを防止する取組が実践できるよう指導、支援します。

ウ いじめは、どの学校にも、どの学級にも、どの子どもにも起こりうることを強く意

識し、いじめを未然に防ぎ、いじめが発生した場合は早期に解決できるよう保護者、

地域や関係機関と連携し情報を共有しながら指導にあたります。

エ いじめを絶対に許さないこと、いじめられている子どもを守り抜くことを表明し、

いじめの把握に努めるとともに、学校長のリーダーシップのもと組織的に取り組みま

す。

オ 相談窓口を明示するとともに、児童生徒に対して定期的なアンケートや個別の面談

を実施するなど、学校組織をあげて児童生徒一人一人の状況の把握に努めます。

＜保護者、家庭として＞

ア どの子どもも、いじめの加害者にも被害者にもなりうることを意識し、いじめに加

担しないよう指導に努め、また、日頃からいじめ被害など悩みがあった場合は、周囲

の大人に相談するよう働きかけます。

イ 子どものいじめを防止するために、学校や地域の人々など子どもを見守っている大

人との情報交換に努めるとともに、根絶を目指し互いに協働して取り組みます。

ウ いじめを発見し、または、いじめのおそれがあると思われるときは、速やかに学校、

関係機関等に相談または通報します。

＜子どもとして＞

ア 自己の夢を達成するため、何事にも精一杯取り組むとともに、他者に対しては思い

やりの心をもち、自らが主体的にいじめのない風土づくりに努めます。

イ 周囲にいじめがあると思われるときは、当事者に声をかけることや、周囲の人に積

極的に相談することなどに努めます。

＜市民、関係機関等＞

ア 市民等は、大和郡山市の子どもが安心して過ごすことができる環境づくりに努めま

す。
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イ 子どもの生活に関心をもち、いじめの兆候等が感じられるときは、保護者、学校、

関係機関等に積極的に情報を提供するとともに、連携していじめの防止に努めます。

ウ 子どもの健全育成に関わる諸機関は、その役割を認識し、子どもが健やかに成長す

ることを願い、相互に連携しいじめの根絶に努めます。

(２)いじめの早期発見

いじめの早期発見は、いじめへの迅速な対処への前提であります。全ての大人が連携

して、児童生徒のささいな変化に気付く力を高めることが必要となります。このため、

いじめは大人の目に付きにくい時間や場所で行われたり、けんか、遊びやふざけあいの

ように見えたりするなど大人が気付きにくく判断しにくい形で行われることを認識し、

児童生徒間のトラブルと捉えていた事例の中に、いじめと認知すべきものがある可能性

を踏まえ、ささいな兆候であっても、いじめではないかとの疑いを持って、早い段階か

ら適切に組織的に関わりを持ち、いじめを隠したり軽視したりすることなく積極的にい

じめを認知することが重要です。 また、発生しているいじめを初期段階のものも含め

漏れなく認知した上で、その解消に向けて取り組むことが大切です。

いじめの早期発見のため、市教育委員会及び学校は、定期的なアンケート調査や教育

相談の実施、電話相談窓口の周知等により、児童生徒がいじめを訴えやすい体制を整え

るとともに、地域、家庭と連携して児童生徒を見守ることが必要です。

(３)いじめへの対処

いじめがあることが確認された場合、学校は直ちに、いじめを受けた児童生徒やいじ

めを知らせてきた児童生徒の安全を確保し、いじめたとされる児童生徒に対して事情を

確認した上で適切に指導する等、組織的な対応を行うことが重要です。また、家庭や市

教育委員会等への連絡・相談や、事案に応じ、関係機関との連携が大切です。

このため、教職員は日頃から、いじめを把握した場合の対処の在り方について、理解

を深めておくと共に、学校における組織的な対応が可能となるような体制整備に努めな

くてはなりません。

いじめを行った児童生徒に対しては、その行為について厳正に指導するとともに、い

じめを行う背景等を究明し、今後の成長につながるような教育プログラムを充実させる

ことが必要です。

指導に当たっては、関係する児童生徒に対して、慎重かつ丁寧に対応し、児童生徒及

び保護者との信頼関係を損なわないよう十分配慮しなければなりません。
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「いじめ」の中には、犯罪行為として取り扱われるべきと認められるものや、児童生

徒の生命、身体又は財産に重大な被害が生じるような、直ちに警察に通報することが必

要なものが含まれます。これらについては、教育的な配慮や被害者の意向を考慮しつつ、

速やかに警察に相談・通報の上、連携して対応することが重要です。

また、特別な支援を必要とする児童生徒は、いじめを受ける対象になりやすく、また

いじめを行う側になることもあるため、保護者との連携を密にし、適切な配慮を行うこ

とが重要です。

（４）いじめの解消について

いじめは、単に謝罪をもって安易に解消とすることはできません。いじめが「解消し

ている」状態とは、少なくとも次の２つの要件が満たされている必要があります。ただ

し、これらの要件が満たされている場合であっても、必要に応じ、他の事情も勘案して

判断するものとします。

ア いじめに係る行為が止んでいること

被害者に対する心理的又は物理的な影響を与える行為（インターネットを通じて行

われるものを含む。）が止んでいる状態が相当の期間継続していること。この相当の

期間とは、少なくとも３か月を目安とします。ただし、いじめの被害の重大性からさ

らに長期の期間が必要であると判断される場合は、この目安にかかわらず、学校の設

置者又は学校の判断により更に長期の期間を設定するものとします。学校の教職員は、

相当の期間が経過するまでは、被害・加害児童生徒の様子を含め状況を注視し、期間

が経過した段階で判断を行います。行為が止んでいない場合は、改めて、相当の期間

を設定して状況を注視します。

イ 被害児童生徒が心身の苦痛を感じていないこと

いじめに係る行為が止んでいるかどうかを判断する時点において、被害児童生徒が

いじめの行為により心身の苦痛を感じていないと認められること。被害児童生徒本人

及びその保護者に対し、心身の苦痛を感じていないかどうかを面談等により確認しま

す。

学校は、いじめが解消に至っていない段階では、被害児童生徒を徹底的に守り通し、

その安全・安心を確保する責任を有します。学校いじめ対策組織においては、いじめ

が解消に至るまで被害児童生徒の支援を継続するため、支援内容、情報共有、教職員

の役割分担を含む対処プランを策定し、確実に実行します。
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上記のいじめが「解消している」状態とは、あくまで、一つの段階に過ぎず、「解

消している」状態に至った場合でも、いじめが再発する可能性が十分にあり得ること

を踏まえ、学校の教職員は、当該いじめの被害児童生徒及び加害児童生徒については、

日常的に注意深く観察する必要があります。

これらの考え方を踏まえ、特に、以下の点にも留意しながら対応する必要がありま

す。いじめが解消したとみられる場合でも、いじめを受けた児童生徒の自尊感情が著

しく低下したり、心的外傷によりＰＴＳＤ（心的外傷後ストレス障害）傾向を示した

りすることが考えられます。そこで、引き続き、いじめを受けた児童生徒を十分観察

し、場合によっては、医療機関や児童相談所等の関係機関とも連携し、心のケアや支

援を行っていきます。

（５）地域や家庭との連携

社会全体で児童生徒を見守り、健やかな成長を促すため、学校関係者と地域、家庭と

の連携が必要です。例えばＰＴＡや地域の関係団体等と学校関係者が、いじめの問題に

ついて協議する機会を設けたり、学校評議員会等を活用したりするなど、いじめの問題

について地域、家庭と連携した対策を推進することが大切です。

また、より多くの大人が子どもの悩みや相談を受け止めることができるようにするた

め学校と地域、家庭が組織的に連携・協働する体制を構築することも重要です。

（６）関係機関との連携

いじめの問題への対応においては、例えば、市教育委員会や学校において、加害児童

生徒に対して必要な教育上の指導を行っているにもかかわらず、その指導により十分な

効果を上げることが困難な場合などには、関係機関（警察、中央こども家庭相談センタ

ー、医療機関等）との連携が必要であり、関係機関等との連携を図るため、平素から、

市教育委員会や学校と関係機関の担当者間の意見交換や連絡会議の開催など、情報共有

体制を構築しておくことが必要です。

（７）日常の点検と評価

学校におけるいじめ問題の取組については、指導体制、問題行動への対応、家庭・地

域・関係機関等との連携・協働など、さまざまな観点から各学校の実態に応じて、教育

活動全体に係る日常の点検・評価を通して現状の課題を把握することが必要です。

そのため、学校は自己評価や学校関係者評価を計画的に行い、児童生徒や保護者、関

係機関などの意見や評価を十分取り入れて、学習指導や生徒指導等の在り方の工夫改善

に取り組むことが重要です。
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第２章 いじめの防止等のための施策

１ 大和郡山市いじめ問題対策連絡協議会の設置

市は、法第１４条第１項に基づき、いじめの防止等に関係する機関及び団体の連携強

化を図るため、条例により「大和郡山市いじめ問題対策連絡協議会」（以下「連絡協議

会」という。）を設置します。

２ 大和郡山市いじめ問題対策委員会の設置

大和郡山市教育委員会（以下「市教育委員会」という。）は、法第１４条第３項に基

づき、連絡協議会との円滑な連携の下に、学校におけるいじめ防止等のための対策を実

効的に行うために、市教育委員会の附属機関として、条例により「大和郡山市いじめ問

題対策委員会」（以下「対策委員会」という。）を設置します。

構成は、弁護士や精神科医、学識経験者、心理や福祉の専門家等の専門的知識及び経

験を有する者で、当該いじめ事案の関係者と直接の人間関係又は特別の利害関係を有し

ない者（第三者）とし、その公平性・中立性を確保します。

また、「対策委員会」の機能は、以下のとおりとします。

○市教育委員会の諮問を受け、市の基本方針に基づくいじめの防止等のための調査

研究、審議を行います。

○学校におけるいじめの事案等について、市教育委員会が学校から報告を受け、自

ら調査を行う場合は、必要に応じて当該組織が調査を行います。

○学校におけるいじめに関する通報や相談を受け、第三者機関として当事者間の関

係を調整するなどして問題の解決を図ります。

○重大事態に係る調査を市教育委員会が行う場合は、当該組織が調査を行う。なお、

重大事態への対処については、「第４章 重大事態への対処」において詳述しま

す。

３ 市教育委員会の取組

(１) いじめの防止・早期発見に関すること

ア 児童生徒の豊かな情操と道徳心を培い、心の通う人間関係を構築する能力の素地を
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養うことが、いじめの防止に資することを踏まえ、全ての教育活動を通じた人権教育、

道徳教育及び体験活動等の充実を図ります。

イ いじめの防止に資する活動であって、児童生徒が自主的に行うものに対する支援、

児童生徒及びその保護者並びに当該学校の教職員に対していじめを防止することの重

要性に関する理解を深めるための啓発を推進します。

ウ いじめを早期に発見するため、児童生徒に対する定期的な調査、その他の必要な措

置を講じます。

エ 児童生徒及びその保護者並びに当該学校の教職員がいじめに係る相談を行うことが

できる体制を整備します。

オ 教職員に対し、いじめの防止等に関する研修の実施等、資質能力の向上に必要な措

置を講じます。

〇 教職員向け手引き等を活用した教職員への研修

〇 教職員向け手引き等を活用した生徒指導担当者、人権教育推進担当者、道徳教育

推進担当者等への専門性を高める研修等

カ インターネットを通じて行われるいじめに対しては、民間団体や事業主を含めた関

係機関と連携して実態把握に努め、早期発見・早期対応のために必要な措置を講じま

す。

また、児童生徒や保護者がインターネットを通じて行われるいじめの防止と効果的

な対処ができるよう、関係機関と連携して資料等を配布するなど、情報リテラシーの

育成や「ネットいじめ」等の現状や危険性の認知が進むよう必要な啓発活動を実施し

ます。

キ いじめが児童生徒の心身に及ぼす影響、いじめを防止することの重要性、いじめに

係る相談制度等について必要な広報その他の啓発活動をします。

ク 学校運営協議会制度（コミュニティ・スクール）などを通じて、基本方針の周知徹

底と学校・地域・家庭が連携するシステムの構築をします。

子どものボランティア活動や地域行事への積極的な参画を推進します。

ケ 学校間の協力連携体制の推進をします。

コ 学校評価におけるいじめ防止等のための取組に係る達成状況の点検をします。

(２） いじめの対応に関すること

ア いじめに対する措置
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○市教育委員会は、法第２３条第２項の規定による学校からの報告を受けたときは、

すみやかに当該学校に対し必要な支援を行い、若しくは必要な措置を講ずることを

指示し、又は当該報告に係る事案について自ら必要な調査を行います。

○市教育委員会は、学校からの報告を受けて、いじめを行った児童生徒の保護者に対

して学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第３５条第１項（同法第４９条におい

て準用する場合を含む。）の規定に基づき当該児童生徒の出席停止を命ずる等、い

じめを受けた児童生徒その他の児童生徒が安心して教育を受けられるようにするた

めに必要な措置を速やかに講じます。

イ 学校の指導のあり方及び警察への通報・相談による対応

○いじめが起きた場合には、被害児童生徒や、いじめを知らせてきた児童生徒の安全

を確保するとともに、加害児童生徒に対しては事情や心情を聴取し、再発防止に向

けて適切かつ継続的に指導及び支援するための必要な措置を講じます。これらの対

応について教職員全員の共通理解、保護者の協力、関係機関・専門機関との連携の

下で取り組むよう指導・助言します。

○いじめの中には、犯罪行為として早期に警察に相談することが重要なものや、児童

生徒の生命、身体、又は財産に重大な被害が生じるような直ちに警察に通報するこ

とが必要なものが含まれます。これらについては、学校での適切な指導・支援や被

害者の意向への配慮の下、早期に警察に相談・通報し、警察と連携した対応を取る

ことが必要であることを学校に指導・助言します。
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第３章 学校が実施するいじめの防止等に関する施策

１ 学校いじめ防止基本方針の策定

各学校は、国の基本方針、県の基本方針、市の基本方針をもとにして、どのようにい

じめの防止等の取組を行うかについて、基本的な方向や取組の内容等を「学校いじめ防

止基本方針」（ 以下「学校基本方針」という。）として定めます。

学校基本方針には、いじめの防止のための取組、早期発見・早期対応の在り方、教育

相談体制、生徒指導体制、校内研修などを定め、いじめの防止、いじめの早期発見、い

じめへの対処などいじめの防止等全体に係る内容とします。

また、児童生徒とともに、学校全体でいじめの防止等に取り組む観点から、学校基本

方針の策定に際し、いじめの防止等について児童生徒の主体的かつ積極的な参加が確保

できるよう留意します。

さらに、学校の取組を円滑に進めていくため、保護者等地域の方にも参画を求めるな

ど地域を巻き込んだ学校基本方針になるように努めます。

策定した学校基本方針については、 学校のホームページへの掲載その他の方法によ

り、保護者や地域住民が学校いじめ防止基本方針の内容を容易に確認できるような措置

を講じ、その内容を必ず入学時・各年度の開始時に児童生徒、保護者、関係機関等に説

明などで周知に努めます。

なお、学校基本方針は、国や県、市教育委員会等からの指導や情報提供、日常の点検

と評価などにより、継続的に見直しを図り、必要に応じて見直していくものとします。

２ 学校におけるいじめの防止等の対策のための組織

各学校は、いじめ防止等に関する措置を実効的に行うため、学校長のリーダーシッ

プの下、常設の「学校におけるいじめの防止等の対策のための組織」を置くものとし

ます。

この組織は、学校が組織的にいじめの問題に取り組むに当たって中核となる役割を

担うものであり、当該学校の複数の教職員（管理職、主幹教諭、教務主任、学級担任、

教科担任、生徒指導主事、教育相談担当の主任、人権教育担当の主任、児童会・生徒

会担当の主任、学年主任、養護教諭、特別支援教育コーディネーター等）に加え、必
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要に応じて、心理や福祉の専門家、弁護士、医師、教員、警察官経験者など外部専門

家等が参加しながら対応することにより、更に実効的ないじめの問題の解決に資する

ことが大切です。なお、必要に応じて市教育委員会が支援を行います。

主な役割としては、以下のとおりです。

○ 年間計画の作成、取組の実施、進捗状況の確認、定期的な検証、計画・取組の

修正

○ 教職員の共通理解と意識の向上

○ 児童生徒、保護者、地域への情報発信

○ いじめの相談・通報の窓口の設定

○ いじめ事案、いじめが疑われる事案への組織的な対応

○ 情報の収集・記録・共有、事実関係の聴取・確認

○ 指導や支援の体制、対応方針の決定、経過の記録・共有

○ 保護者との連携・報告

○ 重大事態への対応（調査、資料提供等）

３ 学校におけるいじめの防止等に関する措置

いじめ事象に適切に対応していくためにも、教職員は、豊かな人間性や社会性、教養

等を有し、良好な人間関係を構築する力を備え、状況や目的に応じて、相手の思いを正

しく受け止め、自分の思いを適切に伝える優れたコミュニケーション能力を備えておか

なければなりません。また、高い倫理観や豊かな人権感覚を有するとともに、優れた自

己管理能力を備えておく必要があります。さらに、愛情をもって子どもとの信頼関係を

築き、責任感をもって職務に当たる必要があります。

教職員はこれらの素養を備えていることを前提に、以下の対応を行うものとします。

(１)いじめの防止のための取組

いじめは、どの子どもにも起こりうるという事実を踏まえ、全ての児童生徒を対象に、

いじめに向かわせないための未然防止に取り組みます。

未然防止の基本として、児童生徒が、心の通じ合うコミュニケーション能力を育み、

規律正しい態度で授業や行事に主体的に参加・活躍できるような授業づくりや集団づく

りを行うことが必要であり、集団の一員としての自覚や自信を育むことにより、互いを

認め合える人間関係・学校風土をつくることが大切であり、いじめを許容しない雰囲気
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の醸成に努めます。

児童生徒のインターネット上のいじめの防止については、携帯電話やインターネット

の正しい利用方法や危険性についての理解を深め、インターネットを利用するためのス

キルを向上し、情報モラル教育を推進します。

また、特に配慮が必要な、発達障害を含む、障害のある児童生徒、海外から帰国した

児童生徒や外国人の児童生徒、性同一性障害や性的指向、性自認に係る児童生徒、被災

した児童生徒又は被災等により避難している児童生徒等に関する理解の促進と適切な指

導・支援を行います。

(２)早期発見のための取組

いじめは、大人の目に付きにくい時間や場所で行われたり、けんか、遊びやふざけあ

いのように見えたりするなど、大人が気付きにくく判断しにくい形で行われることが多

いことを教職員は認識し、ささいな兆候であっても、いじめではないかとの疑いを持っ

て、児童生徒間のトラブルと捉えていた事例の中に、いじめと認知すべきものがある可

能性を踏まえ、早い段階から適切に組織的に関わりを持ち、いじめを隠したり軽視した

りすることなく、いじめを積極的に認知します。

このため、日頃から児童生徒の見守りや信頼関係の構築、職員間での情報の共有等に

努め、児童生徒と向き合うことにより、児童生徒が示す様々なサインを見逃さないよう

アンテナを高く保つとともに、定期的なアンケート調査に加え教育相談の実施等により、

児童生徒がいじめを訴えやすい体制を整え、いじめの実態把握に組織的に取り組みます。

(３)いじめに対する措置

いじめの発見・通報を受けた場合には、特定の教職員で抱え込まず、その内容にかか

わらず管理職に報告し、全教職員で共有するとともに、速やかに組織的に対応し、被害

児童生徒を守り通すとともに、加害児童生徒に対しては、当該児童生徒の人格の成長を

旨として、教育的配慮の下、毅然とした態度で指導します。これらの対応について、教

職員全員の共通理解、保護者の協力、関係機関・専門機関との連携の下で取り組みます。

また、犯罪行為として取り扱われるべきと認められる事案については、学校・警察連

絡制度の活用等により、警察に相談・通報するなど、十分な連携を図ります。さらに、

「個人別生活カード」等またはそれに準ずるものによる記録を徹底し、その後の具体的

な指導・支援に役立てます。
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＜いじめ被害・加害児童生徒の指導と支援について＞

まず、いじめを受けている児童生徒及び保護者には、学校が徹底して子どもを守る姿

勢を伝え、不安を取り除きます。また、今後の指導方針を伝え、対応について、本人及

び保護者の了解を得ながら進めます。保護者には、指導とその結果について、適宜、丁

寧な連絡を行います。

なお、いじめ被害児童生徒に転学する必要が生じた場合、その支援と転学先と連携し

たケアを継続して行います。

また、加害児童生徒からは気持ちや状況を十分聴き取り、状況、背景にも注目しつつ、

謝罪や責任を形式的に問うのではなく、人間的成長につながる、毅然とした対応と粘り

強い指導により、いじめが非人道的行為であることやいじめを受けている側の気持ちを

認識させます。その保護者には、早急に面談し、学校での調査で明らかになった事実関

係や相手の児童生徒、保護者の心情を伝え、家庭での指導を依頼するとともに、今後の

取組について共有します。なお、心理的な孤立感・疎外感を与えないようスクールカウ

ンセラー等と連携するとともに、加害児童生徒の心情や言い分を十分に聴いた上で、一

定の教育的配慮の下、特別な指導計画による指導の他、犯罪行為として取り扱われるべ

きと認められる事案については、警察との連携による措置も含め対応を行います。懲戒

を加える際は、本人に弁明の機会を与えた上で、自らの行為を十分に理解させるととも

に、成長を促し、健全な人間関係を育むことができるものとなるよう留意します。

なお、いじめ被害・加害児童生徒だけでなく、周囲の児童生徒それぞれへの人間的成

長につながるよう継続的な指導と支援を行うものとします。
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第４章 重大事態への対処

１ 重大事態の意味

いじめによる重大事態とは、いじめを受ける児童生徒の状況に着目して判断し、 法

第 28 条第 1 項の①「いじめにより当該学校に在籍する児童生徒の生命、心身又は財産

に重大な被害が生じた疑いがあると認める場合」や、②「いじめにより当該学校に在籍

する児童生徒が相当の期間学校を欠席することを余儀なくされている疑いがあると認め

る場合」をいいます。

①については、例えば、児童生徒が自死を企図した場合、身体に重大な傷害を負った

場合、金品等に重大な被害を被った場合、精神性の疾患を発症した場合などのケースが

想定されます。

また、②における「いじめにより相当の期間学校を欠席する」ことについては、不登

校の定義を踏まえ、年間３０日を目安とします。ただし、児童生徒が一定期間連続して

欠席しているような場合には、その目安にかかわらず市教育委員会又は学校の判断によ

り、迅速に調査に着手します。

さらに、児童生徒や保護者からいじめられて重大事態に至ったという申立てがあった

ときは、その時点で学校が「いじめの結果ではない」あるいは「重大事態とはいえない」

と考えたとしても、重大事態が発生したものとして調査や報告等にあたります。

２ 重大事態の報告（第一報）

学校において、重大事態が発生した場合には、速やかに市教育委員会に報告するとと

もに、必要に応じて警察等関係機関に連絡します。報告を受けた市教育委員会は、その

事案の調査を行う主体等について判断します。

また、市教育委員会より、速やかに大和郡山市長及び奈良県教育委員会に報告します。

３ 調査を行うための組織

市教育委員会又は学校は、当該重大事態に係る調査を行うため、速やかに調査のため

の組織を設け、事実関係を明確にするための調査を行います。

市教育委員会が調査主体となる場合は、市教育委員会のもとに置く「対策委員会」が
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調査を行います。また、必要に応じて、いじめ事案の関係者と直接の人間関係又は特別

の利害関係を有しない者が「対策委員会」に参加します。

学校が調査の主体となる場合は、学校に設置される「いじめの防止等の対策のための

組織」を調査を行うための組織の母体とします。なお、その際には、市教育委員会が指

導・助言を行います。

また、児童生徒が自死等により亡くなった場合について、詳しい調査を行うにあたり、

事実の分析評価等に高度の専門性を有する場合や、遺族が市教育委員会又は学校が主体

となる調査を望まない場合等、必要に応じて第三者による実態把握を進めることにしま

す。

なお、それまでの経緯や事案の特性から必要性がある場合、あるいは、いじめを受け

た児童生徒又は保護者が望む場合には、いじめ防止対策推進法第２８条第１項の調査と

並行し、市長による調査を実施することがあります。この場合は、対象となる児童生徒

の心理的負担に配慮し、被害児童生徒及び保護者の了承の下、調査主体が連携し、調査

データの活用や再分析などの工夫をすることがあります。

また当該組織の構成員には、学校においてはいじめ対策組織が中心となった上で、弁

護士や医師、学識経験者、心理や福祉等の専門的知識及び経験を有する者であって、当

該いじめ事案の関係者と直接の人間関係又は特別の利害関係を有しない者を加え、教育

委員会が主体の場合には、これらの専門家を充て、当該調査の公平性・中立性を確保す

るように努めます。

４ 事実関係を明確にするための調査の実施

この調査は、民事・刑事上の責任追及やその他の争訟等への対応を直接の目的とする

ものでなく、事実に向き合うことで当該事態への対処や同種の事態の発生防止を図るも

のです。市教育委員会又は学校は、「対策委員会」等に対して積極的に資料を提供しま

す。

具体的には、重大事態に至る要因となったいじめ行為が、いつ（いつ頃から）、誰か

ら行われ、どのような態様であったか、いじめを生んだ背景事情や児童生徒の人間関係

にどのような問題があったか、学校や教職員がどのように対応したかなどの事実関係を、

可能な限り網羅的に明確にします。その際には、因果関係の特定を急がず、客観的な事
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実関係を速やかに調査します。また、調査そのものが二次被害を生まないように最大限

配慮しなければなりません。

質問紙調査に先立ち、調査結果については、いじめを受けた児童生徒又はその保護者

に提供する場合があることをあらかじめ念頭に置き、調査対象となる在校生やその保護

者に説明する等の措置が必要となります。

重大事態は、事実関係が確定した段階で重大事態としての対応を開始するのではなく、

「疑い」が生じた段階で調査を開始しなければなりません。そのため、平素より調査を

行うための組織を設置しておくことが望まれます。また、被害児童生徒や保護者からい

じめを受けて重大事態に至ったという申立があったときは、重大事態が発生したものと

して報告・調査等を行います。

(１) いじめられた児童生徒からの聴き取りが可能な場合

いじめられた児童生徒から十分に聴き取るとともに、在籍児童生徒や教職員に対する

質問紙調査や聴き取り調査等を行います。その際には、いじめられた児童生徒や情報を

提供してくれた児童生徒を守ることを最優先として調査を実施します。

また、調査による事実関係の確認とともに、いじめた児童生徒の背景をつかんで指導

を行い、いじめの行為を止めます。さらには、いじめられた児童生徒の事情や心情を聴

取し、本人の状況にあわせた継続的なケアを行い、落ち着いた学校生活復帰への支援や

学習支援等を行います。

(２) いじめられた児童生徒からの聴き取りが不可能な場合

いじめられた児童生徒の保護者から要望や意見を十分に聴取したうえで、迅速に当該

保護者と今後の調査について協議し、在籍児童生徒や教職員に対する質問紙調査や聴き

取り調査等に着手します。

(３) 児童生徒の自死という事態が起こった場合

自死防止に資する観点から、自死の背景調査を実施します。この調査においては、亡

くなった児童生徒の尊厳を保持しつつ、遺族の気持ちに十分配慮しながら、その死に至

った経過を検証し、再発防止策を講ずることを目指して進めていくこととします。

５ 調査結果の提供及び報告

市教育委員会又は学校は、いじめを受けた児童生徒やその保護者に対して、事実関係

等その他必要な情報を提供する責任を有することを踏まえ、調査により明らかになった
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事実関係（いじめ行為が、いつ、誰から行われ、どのような態様であったか、学校がど

のように対応したか等）について、いじめを受けた児童生徒やその保護者に対して説明

します。

これらの情報の提供にあたって、市教育委員会又は学校は、他の児童生徒のプライバ

シー保護に配慮するなど、関係者の個人情報に十分配慮して適切に提供します。ただし、

いたずらに個人情報保護を盾に説明を怠るようなことがあってはなりません。

なお、調査結果については、大和郡山市長に報告します。さらに、上記の説明の結果

を踏まえて、いじめを受けた児童生徒又はその保護者が希望する場合には、いじめを受

けた児童生徒又はその保護者の所見をまとめた文書の提供を受け、調査結果の報告に添

えるものとします。

６ 調査結果を踏まえた対応

（１）加害児童生徒に対する指導

調査結果において、いじめが認定されている場合、加害者に対して、個別に指導を行

い、いじめの非に気付かせ、被害児童生徒への謝罪の気持ちを醸成させるようにします。

加害児童生徒に対する指導等を行う場合は、その保護者に協力を求めながら行う必要が

あります。

（２）調査結果を踏まえた再発防止

学校又はその学校の設置者におけるいじめ事案への対応において、法律や基本方針等

に照らして、重大な過失等が指摘されている場合、教職員に対する聴き取りを行った上

で客観的に事実関係を把握し、再発防止に努めます。

７ 調査結果の報告を受けた市長による再調査及び措置

上記 ５における調査結果の報告を受け、大和郡山市長は当該報告に係る重大事態へ

の対処又は当該重大事態と同種の事態の発生の防止のため、必要があると認めるときは、

法第２８条第１項の規定による調査の結果について調査（以下「再調査」 という。）

を、専門的な知識又は経験を有する第三者等による附属機関を設けて行います。その結

果については、個人のプライバシーに必要な配慮を行いながら市議会に報告をします。

なお、この附属機関は、市教育委員会のもとに置くものとは別に市長部局に置くもの

とします。
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また、再調査の結果を踏まえ、当該調査に係る重大事態への対処又は当該重大事態と

同種の事態の発生の防止のために必要な措置を講じます。

８ 調査結果の公表

いじめの重大事態に関する調査結果の公表については、事案の内容や重大性、いじめ

を受けた児童生徒やその保護者の意向、公表した場合の児童生徒への影響等を総合的に

勘案して、適切に判断します。公表する場合、いじめを受けた児童生徒・保護者及び、

いじめを行った児童生徒・保護者に対して、公表の方針を説明し、公表の方法及び内容

を確認します。

第５章 その他

「大和郡山市いじめ防止基本方針」は、国・県の動向や、市の実情に 合わせて、必

要な見直し等を行うものとします 。


